障連協・平成１９年度地域生活支援システム研究会議・シンポジウム(07.7.11)
障害者の所得保障制度を考える
～各団体の検討状況と普遍的な所得保障の視点を踏まえて～
障連協・障害者の『所得保障』に関する研究委員会・早稲田大学文学学術院
岡部 耕典
■「障害者の所得の確保に係る施策」の検討枠組みの確認
　　　　

※２００７年２月２７日障連協学習会・厚生労働省障害保健福祉部資料をもとに構成
　　　　　　　　　　　　　

○障害者自立支援法　附則第三条第３項

　（検討）
　第三条

　３　政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状況等を踏まえ、就労の支援を含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
○障害者自立支援法　参議院厚生労働委員会附帯決議（05.10.13）
二　附則第三条第３項に規定する検討については、就労の支援も含め、障害者の生活の安定を図ることを目的とし、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて、障害者の所得の確保に係る施策の在り方の検討を速やかに開始し、三年以内にその結論を得ること」（２００５年１０月１３日）

　
○障害者自立支援推進本部における検討

・障害者自立支援推進本部は、部局間にまたがる障害者施策を総合的・横断的に検討するため、事務次官を本部長として、厚生労働省におかれたもの

・２００７年１月１７日の第２回会合において、「障害者の所得の確保に係る施策の検討チーム」の設置をおこなう

・「障害者の所得の確保に係る施策の検討チーム」の検討課題

①就労支援の推進策の検討

　　②その他の制度諸制度の検討

　　③海外の制度の調査

　　④その他課題の整理
◎「障害者の所得の確保に係る施策」の枠組みの確認

・「障害者の所得の確保に係る施策」は、（定率負担への対応にとどまらない）「障害者の生活の安定を図ることを目的」としている。
・「就労支援」は、「障害者の所得の確保に係る施策」の一部である。
◎今後にむけての確認
・就労支援「以外の」障害者の所得の確保については、どのような検討がなされているのか。
・「3年以内にその結論を得ること」までのタイムスケジュールはどのようなものであるのか。
・今後の検討において、ステーク・ホルダー（問題の当事者）の参画はどのようにして確保されるのか。
　※「社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて」とするならば、参議院後が焦点となる。　　
→資料１
■障連協・障害者の『所得保障』に関する研究委員会における検討状況
○検討の目的
　年金制度・介護保険制度・障害者支援費制度（障害者自立支援法体制）・公的扶助制度・福祉手当制度の改革を含む社会保障全体の「見直し」の議論にタイミングを併せて、障連協からも積極的・具体的な政策提言をおこなっていくこと。（政策決定過程への当事者参画をめざす）










→資料２
○初年度の「中間まとめ」　　　　　　





１．年金制度の水準・運用等の改善・見直し　

２．障害者の自立を支援する手当制度の再構築

３．セーフティネットとしての生活保護制度の維持・改善

４．障害者自立支援法の利用者負担への対応
　　※「就労支援以外の障害者の所得保障」についての基本的な考え方を整理した。

　　

○今年度の方針（検討中）

委員会二年目にあたっては、政策提言にむけた具体的作業をすすめる予定であるが、６月２８日におこなわれた今年度第１回委員会において、以下のふたつの大枠に基づいて検討をおこなうという方向性が確認されたところである。
　　（１）障害の種別や程度に拠らない所得保障

　　（２）障害の有無を超えた普遍的な所得保障

（１）については、昨年の「中間まとめ」を踏まえたものであり、その具体的な対象として、特別障害者手当の支給範囲や決定基準等の在り方、地域自立生活確保のための住宅手当新設の是非等がある。

一方で、生活保障のための｢基本給｣を拡充する必要性と障害の有無だけでなく年齢・性別・所得の多寡等のすべての選別主義的制限を排し「生を営むために必要な一定のお金を無条件・一律に給付する」という「ベーシック・インカム（基本所得）」の考え方について新旧の委員より大きな関心が寄せられたことをふまえ、新たに（２）の枠組みを設けている。これについては、一部政府関係筋において言及されている「負の所得税」・「給付付き税額控除」等との関係整理も含めて議論していく予定である。









→資料３
資料１

社会保障制度の工程と主な論点について

０６．７．６障連協地域生活支援システム会議講演資料より

　　　　　　
　　　　　　
	
	国会関係の動き
	税・社会保障一般
	障害者自立支援法関連
	介護保険法関連

	平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度


	９月 総裁選

７月 参議院選

９月 衆議院任期満了
	７月経済財政諮問会議「骨太方針２００６」取りまとめ、歳出・歳入一体改革の選択肢提示

平成１９年度を目途に、少子・長寿化社会における年金、医療、介護等の社会保障給付や少子高齢化対策に要する費用をあらゆる世代が広くかつ公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改革を実現させるべく取り組んでいく（平成１８年度与党税制改革大綱）


　

医療制度改革の施行（医療費適正化計画の策定、後期高齢者医療制度の創設等）





	






	






資料２
障害者の所得保障のあり方


全社協・障害関係団体連絡協議会「障害者の『所得保障』に関する研究委員会」

平成18年度「議論のとりまとめ」より

〔障害者の所得保障の方向性〕

１．年金制度の水準・運用等の改善・見直し　

２．障害者の自立を支援する手当制度の再構築

３．セーフティネットとしての生活保護制度の維持・改善

４．障害者自立支援法の利用者負担への対応
○社会保障制度の総合的な再編に機をあわせて、障害者の所得保障についても、年金及び生活保護制度と社会手当の関係を再整理することにより、重層的な所得保障システムを構想することが必要です。

○まず、現行の障害者の所得保障の中心である障害基礎年金制度については、障害者の所得保障の中心的な制度であることを再確認しながら、その水準の維持・改善及び、いわゆる無年金障害者や「谷間の障害者」を含めた対象範囲の拡大につながる支給決定基準の見直しが、継続してすすめられなくてはなりません。

○そのうえで、年金制度ではカバーしきれない、障害者が社会生活の上で有している特別な費用を補填し、就労支援では対応できない障害による稼得能力の不足等があっても、生活保護制度を利用せずにあたりまえの地域自立生活を維持することを可能とするための「社会手当」の範囲と水準の拡大が求められます。

○具体的には、障害者の家計支出における住宅の確保・維持に係る費用の支出割合と重要性を鑑みれば、地域自立生活をおくる障害者に対する「住宅保障」に関わる手当の創設が不可欠です。また、特別障害者手当については、機能障害の重さ軽さではなく、個人の生活実態とその稼得能力を判断基準として支給されるものとして再構成されるべきです。

○一方で、生活保護制度については、国民にとっての普遍的な社会保障のセーフティネットとしての制度の趣旨を踏まえ、保護基準や運用について、漏給のないように見直されるとともに、障害加算の維持・改善が図られるべきです。

○なお、自立支援法の利用者負担等に係る経済的な負担に対応する当面の方法としては、減免制度の効果の検証を踏まえた拡充及び恒久化の検討、ないしは定率負担のしくみそのものの見直しを求める声が強いものと思われます。

資料３　　　　                            「ノーマライゼーション」2007年4月号

障害種別を超え／普遍的な所得保障を求める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
岡部 耕典（おかべこうすけ　早稲田大学）

日本の成人障害者に対する所得保障制度は、障害基礎年金や障害厚生（共済）年金の制度及び特別障害者手当などの各種社会手当制度が中心となり、さらにそれを現実的に補完するものとして、生活保護制度が用いられることも多い。

しかし、これらの諸制度の活用の実態は、障害間で異なり、特に、年金・手当制度おいて、固定した身体障害中心・機能障害の程度を基準とする考えかたがとられていることは、普遍的な障害者の所得保障の実現に対する大きなネックとなっている。

たとえば、１９８６年の年金制度改革に際し福祉手当廃止に伴って「著しく重度の障害によって生じる特別な負担の軽減を図る一助」として創設された特別障害者手当はその典型であるといってよいだろう。

「在宅の特別障害者（重度障害者）」の「所得保障の一環」であり、その「自立生活の基盤を確立するために創設」と位置づけられたこの制度の創設は、障害者の地域生活を推進するエポック・メイキングな出来事であったといえる。しかし、その後の展開において、実際の制度の利用は身体障害者に大きく偏り、知的障害者や精神障害者、加えて制度に位置づけられていない高機能自閉症や高次脳機能障害、一部の難病などのいわゆる「谷間の障害者」にとっては、同じく地域に生活し、所得保障の必要を有していても、利用可能なものとなってはいない。

このような現状に対して、特別障害者手当の創設時から今日にいたるまで、数度にわたる支給額の引き上げや支給要件の改善などはあったが、当初に設定された主として固定化した身体障害の程度に着目する支給決定基準及び機能障害が重度の障害者のみを手厚い所得保障の対象とするという考え方に対して変更が加えられなかったことに基本的な問題があるという認識がきちんと共有されるべきではなかろうか。

障害者自立支援法の付帯決議において求められた具体的な障害者の所得保障のための施策を講ずるにあたっての具体的な手段として、この特別障害者手当が着目される可能性が大きいと思われることから、現実的にもこの問題の認識は重要である。障害者の地域生活の確立のためには、特別障害者手当の増額だけでなく、それに留まらぬ支給決定基準やその手続きも含めた見直しを求める必要がある。

そこで、そのための最低限必要な検討項目として、以下の三点を挙げておきたい。

まず、一番目には、対象範囲の見直しが必要である。障害者自立支援法の附則との整合性も鑑みるならば、対象を難病や高次脳機能障害、高機能自閉症などのいわゆる「谷間の障害」にも拡大されなくてはならない。

二番目に、障害の状態の継続に対する考え方の再検討が必要である。改正障害者基本法にも倣い、「永続性」や「長期にわたって回復しない状態」を要件とするのではなく、難病や精神障害者を中心として、断続的あるいは状態の好悪を含む「継続的」な状態であれば支給を認めるという方向での見直しが図られるべきである。

三番目として、障害間の受給格差の解消のための具体的な方策の実施がある。現状においては非常に制限的で裁量に基づく実質的な受給抑制に結びつきやすい知的障害者や精神障害者の受給基準の改善と、実際に必要な受給の拡大がおこなわれるように窓口行政の方針が転換されることは必須といえるだろう。

一方で、中長期的に障害者の普遍的な所得保障の拡充を担保するためには、特別障害者手当のような個々具体的な現行制度の改革を求めるだけでなく、障害の分野を超えた普遍的な所得保障の在り方と具体的な再分配を求める議論とその構想も不可欠である。

基本的には、手当に拠るにせよ年金に拠るにせよ、あるいは生活保護制度を活用するにせよ、ただひたすら障害の分野のみの所得保障を追求し、その維持拡充をめざすことには限界があるだろう。また、関連して、「子ども保険」を設けることや生活保護を絞り込むために「負の所得税」を用いる提言がなされるなどの、新たな対象者別あるいは選別主義的な所得保障制度の議論についても一定の視座の確立も必要である。

個人的には、最も普遍的な所得保障を求める立場である障害の有無を含めあらゆる受給要件を廃し、高齢者から幼児まで、国民のひとりひとりに一律の給付をおこなうというベーシック・インカム（基本所得）の主張に注目している。障害の重さにせよ。稼得能力にせよ、何らかの基準によって常にその程度を測定されカテゴリー化され対象化されることの問題は残るわけであり、その点、「すべてのひとが、その生を営むのに必要なお金を無条件で保障されること」（注）というその基本視点が示唆に富むからである。

具体的にどのような主張にコミットしていくかは今後の議論としても、この時代の閉塞のなかで多岐にわたる所得保障の「対象者」同士の新たな連帯の地平を切り拓くためには、まず障害の分野でこそ、「既得権益」の拡充に留まらないラディカルで普遍的な視野のもとに所得保障を求める姿勢と議論が要請されていることを、最後に確認しておきたい。

（注）堅田香緒里＋山森亮「分類の拒否―『自立支援』ではなく、ベーシック・インカムを」現代思想二〇〇六年一二月vol.34-14 p.94

改正法案提出


（１９年度末？）





（２０年度末？）





基礎年金国庫負担割合を１／２に引き上げ（２１年度までに）








基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化





第１期障害福祉計画


（２０年度末まで）





改正法案提出


（１９年度末？）





（２０年度末？）





障害者自立支援法３年後の見直し（障害者等の範囲、所得の確保のあり方等）





第２期障害


福祉計画





第３期介護保険事業計画


（２０年度末まで）





改正法案提出


（１９年度末？）





（２０年度末？）





第４期介護


保険事業計画





介護保険制度の被保険者範囲の見直し（２１年度目途）
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